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経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもと
　　にチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　グループとは、道府県を財政力指数の行程によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　財政力指数0.500以上、Ⅱグループ　財政力指数0.400～0.500、
　　　Ⅲグループ　財政力指数0.300～0.400、Ⅳグループ　財政力指数0.300未満
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【人件費】
　昭和４０年代の人口急増期に教員を大量採用したことにより、他県と比較して人件費の比率が高く
なっている。また、県の裁量により削減が可能な職員定数等については、埼玉県行財政改革プログラ
ムに掲げた取組の実施により 改善を図っていく。具体的には 特殊勤務手当の見直しや職員定数の
削減（平成１７年度から平成１９年度までの３年間で４２１人）などが上げられる。今後このような行財
政改革への取組を通じて人件費の削減に努める。

【公債費】
　県債の発行を極力抑制しているため、公債費の比率が類似団体と比較して低くなっている。今後も
事業の選択と集中を徹底し、新たに発行する県債を抑制していく。

【補助費等】
　高齢化の進展に伴い介護保険給付費や児童手当給付費負担金等の福祉医療関係経費が歳入の
伸び率を上回っているため、年々補助費等の比率が上昇している。

【普通建設事業費】
　昨今の厳しい財政状況の中で真に必要なものに厳選しているため、人口１人当たり決算額は年々
減少している。ただ、平成１８年度については高等養護学校（さいたま桜高等学園・羽生ふじ高等学
園）の建設等のため平成１７年度と比べて微増している。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 653,308,992 92,773 105,637 ▲ 12.2
賃金（物件費） 635,803 90 215 ▲ 58.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 4,355,513 619 736 ▲ 15.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 68 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,555,878 505 1,066 ▲ 52.6
▲退職金 ▲ 58,047,708 ▲ 8,243 ▲ 9,130 ▲ 9.7
合計 603,808,478 85,743 98,593 ▲ 13.0

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 879.86 1,015.56 ▲ 135.70
ラスパイレス指数 102.3 100.6 1.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

157,337,118 22,343 25,520 ▲ 12.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

77,372,481 10,987 14,042 ▲ 21.8

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 5,631,686 800 1,475 ▲ 45.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 74 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

5,132,908 729 487 49.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

458 0 8 ▲ 100.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 122,185,970 ▲ 17,351 ▲ 20,920 ▲ 17.1

合計 123,288,681 17,508 20,686 ▲ 15.4

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

298,888,651 42,979 ▲ 2.3 46,989 ▲ 11.0 8.7

うち単独分 154,074,058 22,155 2.3 18,697 ▲ 14.6 16.9

209,944,547 30,074 ▲ 30.0 40,430 ▲ 14.0 ▲ 16.0

うち単独分 91,453,699 13,101 ▲ 40.9 16,133 ▲ 13.7 ▲ 27.2

192,334,606 27,490 ▲ 8.6 39,172 ▲ 3.1 ▲ 5.5

うち単独分 85,777,786 12,260 ▲ 6.4 16,796 4.1 ▲ 10.5

175,968,512 25,067 ▲ 8.8 36,945 ▲ 5.7 ▲ 3.1

うち単独分 80,179,637 11,422 ▲ 6.8 15,956 ▲ 5.0 ▲ 1.8

183,896,985 26,114 4.2 41,430 12.1 ▲ 7.9

うち単独分 91,235,851 12,956 13.4 18,446 15.6 ▲ 2.2

過去５年間平均 212,206,660 30,345 ▲ 9.1 40,993 ▲ 4.3 ▲ 4.8

うち単独分 100,544,206 14,379 ▲ 7.7 17,206 ▲ 2.7 ▲ 5.0
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（千円）
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